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また、2007 年 12 月に米国財務会計基準審議会（FASB）が公表した財務会計基準書第
（SFAS）141号「企業結合」の改訂基準においては、全部のれん方式のみが認められてお
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第 1 章 序論 
 









また、2007 年 12 月に米国財務会計基準審議会（FASB）が公表した財務会計基準書第
（SFAS）141号「企業結合」の改訂基準においては、全部のれん方式のみが認められてお













































                                                 
3 第 2章に詳述。 
4 企業結合時の対価の測定や、企業結合後の非支配株主と企業の取引にかかる会計処理な
ど。 





































 企業会計基準委員会は 2008 年 12 月、旧来の基準を改正した企業会計基準第 21 号「企
業結合に関する会計基準」（以下、企業結合基準）を公表した。これは、国際的な会計基準
が持分プーリング法を廃止し、我が国の企業結合会計との乖離が生じていたという背景が






 また、2008 年には企業会計基準第 22 号「連結財務諸表に関する会計基準」（以下、連
結基準）が公表された。ここでは、「連結財務諸表原則」において連結調整勘定とされてい
た投資と資本の相殺消去差額の名称が、のれん又は負ののれんに改められた（連結基準 53）。












                                                 



























































国際財務報告基準第３号（以下、IFRS3）「企業結合」は 2004 年 3 月に国際会計基準会
（以下、IASB）により公表され、IAS 第 22 号「企業結合」と 3つの解釈指針7が置き換え
                                                 
7 SIC 第 9号「企業結合―取得と持分の結合の分類」 
SIC 第 22 号「企業結合―当初報告された公正価値とのれんの事後修正」 
７ 
られた。その後、2008 年 1月に IASB は改訂された IFRS3 を公表し、2009 年 7月に発効
された。この改訂された IFRS3 は、IASB 及び米国財務会計基準審議会（FASB）との共






に取り組み、当基準及び財務会計基準書第 141 号「企業結合」を発行し、IAS 第 27 号「連
結及び個別財務諸表」及び財務会計基準書第 160 号「連結財務諸表における非支配持分」



















                                                                                                                                                    































れなかった（IFRS3 BC209 210）。 
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 財務報告基準書第 141号（以下 SFAS141）「企業結合」は FASB によって、IASB との
企業結合プロジェクトの第 1フェーズの結果として 2001年 6月に発効された。その後 2007
年に SFAS141 は改訂され、そして 2009 年より FASB Accounting Standards Codification
（以下 Codification）に置き換えられた。なお、SFAS141「企業結合」は Codification で
は Topic805 に分類されている。 




















































 A 企業が B 企業の株式の 70％を現金 770,000 円で取得するとき、被取得企業である B
企業の識別可能資産の公正価値は 1,000,000 円で、識別可能負債は保有されておらず、ま
た B 企業の株式の 30％を保有する少数株主持分の公正価値は 330,000 であったとする。
このとき、A 企業による購入のれん方式を用いた場合の仕訳は以下のようになる。 
 
（借）識別可能資産 1,000,000  （貸）現金     770,000  




（借）識別可能資産 1,000,000  （貸）現金     770,000  










 少数株主持分の測定属性 のれんの認識範囲 
ASBJ 被投資企業の帳簿価額の持分比率 購入のれん方式 
FASB 公正価値 全部のれん方式 
IASB 上記の両者を選択可能 上記の両者を選択可能 
１２ 



































3.1 Baxter and Spinney（1975）による連結基礎概念 
 
 Baxter and Spinney（1975）は、4つの連結基礎概念を示し、これらを整理している。
すなわち、所有主概念（proprietary concept）、実体概念（entity concept）、親会社概念






























































































































[図表 3-2]Baxter and Spinney（1975）による連結基礎概念の整理 
 親会社持分相当 少数株主持分相当 
所有主概念 A、C、E  
親会社概念 A、C、E B 
親会社拡張概念 A、C、E B、D 












































[経済的単一体概念] 親会社持分 少数株主持分 
簿価純資産     ○   ○または× 
純資産評価差額     ○     ○ 
のれん     ○     ○ 
[親会社概念] 親会社持分 少数株主持分 
簿価純資産     ○     ○ 
純資産評価差額     ○     × 
のれん     ○     × 
[比例連結概念] 親会社持分 少数株主持分 
簿価純資産     ○     × 
純資産評価差額     ○     × 
のれん     ○     × 
１９ 
が財務会計を行う目的などを取り扱うものであり、ここでは、会計の目的や、貸借対照表






























































































































































































































                                                 
16 川本（2011）によれば、連結基礎概念について、それによって導かれるとされる具体的
な会計処理方法に関して、それが理屈として成立していない部分が少なからず見受けられ


















































































Johnson and Petrone はこのボトムアップ・パースペクティブに基づいて、のれんの一
部を構成しうる要素を 6 つに分類している。この 6 つの構成要素の考え方は、1999 年の
FASB の公開草案 Business Combinations and Intangible Assets に引き継がれており（山









                                                 
18 梅原（2000）においても、のれんの定義について潜在的無形資産説（hidden assets 






構成要素 1 被取得企業の公正価値が、その認識された純資産の簿価を超過する額 





構成要素 5 取得企業によって支払われた対価の過大評価 
構成要素 6 取得企業による過大支払いや過少支払い 
[出典]Johnson and Petrone（1998, p. 295） 









































ないのである（第 3 章 3 項）。そのため資産の要件として、その定義に合致するかが問わ
れ、また資産としての認識規準として財務報告の目的に合致するかが問われると考えられ






































                                                 



















































制約された」（梅原, 2000, p. 66）ものであり、それは現在も変わっていない。本来は、「資
産を経済的資源と定義した概念的枠組みの観点からすれば、原価に制約する必然性はない
はず」（梅原, 2000, p. 66）であり、したがって資産負債アプローチに基づくとされる IAS
は、自己創設のれんの資産計上は禁止し、しかし購入のれんの資産計上は強制するという










































                                                 































































                                                 
27 企業会計基準委員会 2009 年公表の「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」78 項











































































































































 親会社持分 少数株主持分 
子会社資産の認識28 ○ ○ / × 
子会社資産の評価差額 ○ ○ / × 















                                                 
28 ここでの子会社資産には、当然のれんは含まれない。 
→全部連結 / 比例連結 
→全面時価評価法 / 部分時価評価法 
→全部のれん方式 / 購入のれん方式 
４２ 
[図表 4-4]日本基準における子会社資産の認識 
 親会社持分 少数株主持分 
子会社資産の認識 ○ ○  
子会社資産の評価差額 ○ ○  
























                                                 
















の[図表 4-3]を元にしてこれに修正を加えて示すと以下[図表 4-5]のようになる30。 
 
[図表 4-5]経済的単一体概念における、持分保有者ごとの経済実体の資産の認識 
 親会社持分 少数株主持分 親会社株主持分 
経済実体の資産の認識 ○ ○ ○ 
子会社資産の評価差額 ○ ○ ―― 



























































































ディング目的の負債があるのに対し（川村, 2004, p. 19）、資本の評価に関しては、伝統的
な名目資本維持概念のもとでは「拠出資本と企業活動の全体から生じた利益の留保額の合




































































                                                 



























との差異縮小へと向かっているが、IFRS 開発を担う IASB は、ストック重視の公正価値
会計による基準開発を進めようとしている（辻山, 2011 p. 65）。 
この公正価値会計とは、「すべての資産負債について期末日現在の公正価値で評価し、
そのような資産負債の差額として計算された純資産の期首期末の差額として結果的に利益
                                                 










って算定された純資産簿価が、投資意思決定に資する情報とされる（徳賀, 2011 p. 97）。
したがって、「投資者は純資産簿価算定の方法と結果の是非を判断した上で、当該純資産簿



































 そこで、まずはこの主張に関する仕訳を確認する。ここでは、A 企業が B 企業の株式を








（借）識別可能資産 1,000,000  （貸） 対  価  770,000  
   の  れ   ん     70,000     少数株主持分 300,000 
 
80％取得時（購入のれん方式） 
（借）識別可能資産 1,000,000  （貸） 対  価  880,000  
   の  れ   ん     80,000     少数株主持分 200,000 
 
70％取得時（全部のれん方式） 
（借）識別可能資産 1,000,000  （貸） 対  価  770,000  






（借）識別可能資産 1,000,000  （貸） 対  価  880,000 



























































識別可能資産 300,000 少数株主持分 300,000 
識別可能資産 700,000 対価 770,000 
の れ ん  70,000 
５４ 
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